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電力系統の余力活用等に向けた諸論点について

2025年5月29日 東京電力パワーグリッド（株）
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2/13はじめに

 5/19の第二回実務者WGにて、短中期的な系統容量の最大限活用に関し、当社が提案している「空き容量
②：潮流状況に追従可能な需要の接続」に加え、「空き容量③：事故時遮断を前提とした接続」の可能性につ
いても、事務局からご提示頂いたところ。

 こうした施策の適用に向けては、DC事業者さまにも一定のご協力を頂く必要もあり、今回、電力側から見た各施
策の方向性や留意事項についてお示しさせて頂き、DC事業者さまの受容性についても確認させて頂きたい。

5/19 第二回WG 事務局資料案より抜粋

事務局資料にて、当社提案の空き容量②に加え、
系統事故時の負荷遮断を前提とした空き容量
③の活用（需要N-1電制）について言及あり
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3/13【参考】第1回実務者WG 当社提示資料（空き容量②）

 4/21の第一回WGにて、当社からは潮流状況に合わせて受電可能な空き容量（空き容量②）の活用について、
暫定・本格運用のイメージをお伝えしたところ。
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4/13【参考】第1回実務者WG 当社提示資料（空き容量②）
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5/13系統余力活用に向けた具体対応｜Ⅰ．空き容量②

 需要家責任の下、予め定めた運転パターンを遵守頂ける場合は契約体系を整理すれば接続は可能と考えられるが、
毎年、潮流値過酷実績を前提として設定・見直しをするため拡大ポテンシャルは限定的かつ不安定。＜暫定運用＞

 一方で、時々刻々と変わる空き容量状況を把握し、空き容量②を最大限活用するには、オンラインシステム構築が
必要となり、システム仕様検討など含め一定の開発期間・費用が需要家・一送の双方に必要。＜本格運用＞

 また、仮に負荷調整を蓄電池で行う場合は、調整に必要な蓄電池を併設することが受電条件となるが、蓄電池設置
コストとDC早期接続開始との便益評価結果により、需要家側にメリットが得られない可能性はある。

 なお、本格運用には、需要家間での公平性や契約体系等の諸課題について整理が必要。※詳細は9スライド

本格運用に向けたシステム構築イメージ
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暫定運用での空き容量②の活用イメージ

 システムを用いないことから各時間帯の潮流値過酷実績をベースに負
荷パターンを設定するため、拡大ポテンシャルは限定的

 毎年、実績値により設定を更新するため接続量が不安定
 多くの申し込みを頂いた場合、暫定運用では対応しきれない可能性

各日の
潮流を

重ね合わせ
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系統余力活用に向けた具体対応｜Ⅱ．N-1電制適用

 事務局からご提案頂いた「空き容量③」活用可能性について、現時点での当社の受け止めと評価をご報告する。
 通常、電力系統は系統信頼性を考慮して、単一設備故障（変圧器事故、送電線1回線事故等、N-1故障とい
う）が継続した場合でも、安定的に電力供給継続できるように潮流の上限値設定しており、これを運用容量という。

 このため、仮に設備容量と運用容量との差を「空き容量③」と定義し、系統余力として活用を検討する場合、送電
設備保護の観点から、系統事故発生時は速やかにお客さまの受電を制限する必要がある。

系統の容量のイメージ
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設備容量と空き容量の関係イメージ

空き容量①：常に受電可能な空き容量
空き容量②：潮流状況に合わせて受電可能な空き容量
空き容量③：事故時の系統遮断を前提とした空き容量
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7/13系統余力活用に向けた具体対応｜Ⅱ．N-1電制適用

 基本的にはDER制御可能でない需要を強制的に抑制することは、社会的影響を踏まえ慎重な議論が必要である。
 適用の条件として、N-1事故時の自動遮断※1リスクと発生頻度、条件成立時の負荷遮断により生じる損害は賠
償できないこと等、需要家さまに正しくご理解頂くと共に、当社点検・工事に伴う単一設備停止作業時の受電制限
についても、確実なご協力を頂く必要がある。

 上記条件の下であれば、比較的安価な設備投資（過負荷時の遮断装置）にて、系統接続頂くことは可能※2。
（接続可能量は遮断時の周波数変動や、電力品質への影響を踏まえて設定が必要）

 本運用にあたっては、上記に加え事故発生時の一送側の事故報告・説明責任の在り方や、需要家間での公平
性、契約体系等の諸課題の整理が必要（詳細は9スライド）

需要側N-1電制イメージ

※1:潮流状況により遮断又は自動受電制限を実施 ※2:電圧変動等に対する系統対策が必要な場合は追加の対策時間を要する
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8/13系統余力活用に向けた具体対応｜Ⅲ．系統混雑の運用

 将来的（2030年代半ば以降）には、単一需要家での負荷調整のみならず、系統全体での混雑状況を加味した
電源・需要間調整の実現が想定されるところ、以下の通り、DER等を活用して系統混雑緩和を目指す検証が始
まっており、同系統内のDERの有効活用が、DC接続可能量の増加に資すると考えられる。

 一方で実現に当たっては、既存業務・システムへの影響評価や、制御ロジックの構築等、新たな仕組みの検討が
必要であり、必要費用やリードタイムは現時点では未定。

※2025年度「電源の統合コスト低減に向けた電力システムの柔軟性確保・最適化のための技術開発事業（日本版コネ
クト＆マネージ2.0）／研究開発項目1DER等を活用したフレキシビリティ技術開発」に係る公募についてより抜粋



関係者限り 無断複製・転載はご遠慮ください 東京電力パワーグリッド株式会社

9/13系統余力活用に向けた具体対応に対する留意事項等

 各施策に必要な費用・リードタイム・拡大ポテンシャルを考慮し優先順位をつけるべきところ、実行実現性の観点から、
優先順位が高いのはⅡと考えられるが、DC事業者殿でのリスクの受容性について確認したい。

Ⅰ．空き容量②
Ⅱ．空き容量③（N-1電制） Ⅲ．系統混雑加味

暫定運用 本格運用

DC需要家の
リスクテイク

• 蓄電池等の設置
• 蓄電池・オンラインシス
テムの設置 • 負荷遮断装置の設置

• 送電線1回線事故時の負荷遮断
• 送電線1回線停止作業時の受電制限

• 系統混雑状況に従っ
た負荷運転
（負荷の時間変化）

• 制度検討に従った必
要なシステムの構築

• 運転パターン追従責務（需要家責任で実施）
• 接続容量が不安定（時間帯ごと、毎年更新）
• 緊急時の当社給電指令への従属

費用 中（蓄電池） 大（蓄電池・システム） 小（負荷遮断装置等） 未定※2

リードタイム 中（制度等設計） 大（システム開発） 中（制度等設計） 大

ポテンシャル 小 中 大 未定※2

一
送
電
目
線
で
の
留
意
事
項

制度 • 公平性（差別的取り扱いの禁止）の担保
• 公平性（差別的取り扱いの禁止）の担保
• 条件成立による負荷遮断は事故報告不要の整理

• 以下の通り、今後詳
細評価が必要。

• 既存業務・システムへ
の影響

• 制御ロジック構築等、
新たな仕組みの検討

契約

• 空き容量②最低
値・負荷パターンの
設定方法

• 時間帯ごとの受電可
能量の設定方法

• 雷害等の自然災害に強く影響を受けること、事故に
伴う損害賠償不可等を、十分理解頂く必要。

• 送電線1回線停止作業時に受電制限を明記し、作
業停止に支障が生じないようにする必要。

• 接続可能量は遮断時の周波数変動、電力品質へ
の影響等を踏まえ設定が必要

• 契約電力(kW)・運転パターンの設定方法
• 一部の需要家が新設・解約・増減設する場合等
の運転パターンの反映方法

運用
• 運転パターン担保・監視（システム構成検討）
• 設備保安上のセーフティネット設定
• 系統空き容量の管理方法の整理

• 設備保安上のセーフティネット設定
• 系統空き容量の管理方法の整理

アセス・
ペナルティ

• 運転パターンの追従チェック方法
• 運転パターン逸脱時の扱い

• 事故遮断の正当性確認作業の発生

その他 • 大規模DCの増加により高周波、フリッカ等の品質問題が発生すると想定される場合は、グリッドコードの整理が必要

※2これからの制度設計
により異なるため
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10/13系統余力上の対応策イメージ（短期・中期・長期）

 データセンター需要への対応として「短期・中期・長期」の各対応策や系統余力を整理
※中長期的には電力を安定供給できる電源が必要になる可能性

系
統
構
成

概要
 系統余力のあるエリアへの誘致活動
 自治体との連携によるＤＣ募集も検討

都心から50km圏内⇒千葉県：約130万kW
〃50～100km圏内⇒栃木県：約190万kW

⇒千葉県：約140万kW
〃100km以上 ⇒栃木県：約 30万kW

合 計：約490万kW
⇒約500万kWの系統余力有り
（注）設備形態によっては大型の工事が必要になる場合がある

短期（～５年）
2030年頃

中期（～10年）
2035年頃

長期（～15年）
2040年頃

50km

大手町から
100kmライン

 小容量（2MW以下）ＤＣを分散で接続
 6.6kV配電線からの供給を想定

系統
状況

配電用変電所１箇所に2MW×2箇所を仮定
エリア東側の栃木、茨城、千葉の場合

⇒100～150万kW程度の系統余力有り

 ＤＣ動静が多いエリアへのプッシュ型増強
 変電所用地の先行手配が必要

500/154kV変電所２～3箇所新設を仮定
新設地点は今後検討

⇒今後600～900万kWの需要を受入れ
（検討中）

2035年想定 ＤＣ動静容量
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11/13系統余力から見た小規模データセンター定義

 中期的に系統の隙間容量（配電用変電所の残容量）に小規模データセンターを分散接続すること
を考慮すると、電力側として小規模DC容量は高圧受電（2MW未満）と想定。

 一方で、２MW以上の申し込みに対して、分割して申し込み頂くことをお願いするものではなく、負担金
逃れとの誤解を受けないよう、留意が必要。

受電電圧 高圧受電（6kV受電） 特別高圧受電（66kV以上）

接続容量 50 kW ～ 2 MW 未満 2 MW 以上

供給設備

単価規模【円】 数百万～千万／km 数億～十億弱／km

建設工期 8～16ヵ月程度 ※1 個別検討
（約3～4年程度 ※2）

個別検討
（約4～5年程度 ※2）

※１：設計内容・地域により変わりうる。建柱＋引込み工事＋国道占有申請の場合の標準日程を記載 ※２：施工力状況・用地状況・設計内容・周辺環境等により長期化する可能性あり

鉄塔工事コンクリート柱工事 地中工事
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12/13まとめ

 前回までのご議論・今回のご提示内容を踏まえ、第一回にお示しした当社の対応時間軸イメージを以
下の通り再整理しており、各施策の優先順位の設定等を含め、引き続き、通信事業者さまやDC事業
者さまと議論を深めてまいりたい。

短期（2030年迄）：系統余力の大きい地域に立地いただく（国・自治体等との連携）
－東側、かつ、今後長期間の運転継続が見込まれる脱炭素電源の近傍への立地が望ましい
－具体的には千葉県・栃木県に系統余力が見込まれる変電所あり(約500万kWのポテンシャル)
－当該地域は太陽光が多いことから、空き容量②の暫定運用も短期的効果がある可能性
－また需要家側に受容性があるのであれば、空き容量③の活用も考えられるか。

中期（2035年迄）：さらなる空き容量の有効活用
－空き容量②を踏まえた負荷追従を条件に、空き容量を有効活用できる可能性
－データセンター分散化による系統の隙間の有効活用(通信設備の高度化・次世代化が必要か)
→小容量（2MW以下）にて東地域に約150万kWのポテンシャル

ーなお、多くの申込みがある再エネ、データセンター、蓄電池について、これらの地点や運用を整合させ
ることで、新たな系統余力を生むことも考えられる

長期（2040年迄）：ワット・ビット連携を踏まえた設備形成
ーデータセンターの集積地を国・自治体・関係事業者と連携して選定し、通信・電力設備を一体的お
よび効率的に整備

－通信事業者さまやデータセンター事業者さまとのコミュニケーションを深め、連携に向けた具体的な課
題の抽出や解決策について議論してまいりたい
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13/13【参考】ワット・ビット実装イメージ（議論中案）

 現在、当社と東大GX戦略推進センター 大久保センター長と下記のワット・ビット実証について議論中
 全国に点在する東大の各キャンパスをバーチャルに繋ぎひとつの“まち”と見立て、デジタルツインを活用し
たデータドリブンによるキャンパス内のエネルギー需給の最適化、およびワークロードシフトを活用した演算
資源の地理的・時間的最適化によって系統負荷の軽減効果を目指す

東大GX戦略推進センターと議論しているワット×ビット最適化モデル

施設横断でのデジタルツインで可視化することで“まち”と
見立て、統合的制御により、電力消費を最適化

“ビット”を活用した”ワット”の最適制御 “ワット”を踏まえた”ビット”の適地・適時処理

再エネ余剰を含むエリアごと電力需給を可視化・分析のうえ、
コンピュータの計算処理の実行場所・時間を最適化

グリッド

デジタル

フィジカル

別拠点

再エネ
活用

計算機
センター

他エリアの一般送配電事業者東京電力パワーグリッド

東大 各キャンパス

計算機
センター

キャンパスOS（キャンパス統合デジタルツイン基盤）

可視化 分析 制御

設備データ連携 設備最適制御

系統負荷
最適化

計算機統合制御基盤（ワークロードシフト基盤）

エリア電力需給把握 分散モデル構築 計算機タスク制御

エリアごと
電力需給連携

計算タスクの時間・場所最適化計算タスク連携

再エネ
活用推進

系統負荷
最適化


